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１．平成１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 9,286 (2.9) 42 (△64.1) 27 (△74.5)

17年3月期 9,027 (△4.3) 117 (△58.4) 106 (△48.0)

 当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 66 (24.6) 11 09 　― 5.8 0.4 0.3

17年3月期 53 (△37.0) 8 90 　― 4.7 1.6 1.2

(注) ①期中平均株式数 １８年３月期 5,983,014株 １７年３月期 5,984,762株

 ②会計方針の変更 有

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)配当状況  

 
１株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本

配当率 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 5 00 ― 5 00 29 45.1 2.6

17年3月期 5 00 ― 5 00 29 56.2 2.6

  

(3)財政状態  

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 6,343 1,162 18.3 194 38

17年3月期 6,699 1,135 16.9 189 70

(注) ①期末発行済株式数 １８年３月期 5,983,004株 １７年３月期 5,983,204株

 ②期末自己株式数 １８年３月期    16,996株 １７年３月期    16,769株

２．平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期   3,920   10 24 ― ― ―

通　期   9,450   47 46 ― 5 00 5 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 7円69銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで
おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

第64期
（平成17年３月31日）

第65期
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金及び預金 ※２ 950,946 340,546 △610,400

２　受取手形 19,531 14,849 △4,682

３　売掛金 ※１ 2,265,634 2,230,820 △34,814

４　有価証券 ― 58,469 58,469

５　商品 801,569 914,443 112,874

６　貯蔵品 136 398 261

７　前渡金 58,888 91,467 32,579

８　前払費用 5,455 8,563 3,107

９　繰延税金資産 39,259 45,592 6,332

10　繰延ヘッジ損失 ※５ 199,033 31,462 △167,571

11　その他の流動資産 22,818 17,355 △5,462

貸倒引当金 △63,761 △43,366 20,395

流動資産合計 4,299,512 64.2 3,710,603 58.5 △588,909

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１　建物 ※２ 896,425 909,507  

減価償却累計額 △493,237 403,187 △513,895 395,612 △7,575

２　車輌運搬具 5,349 5,349  

減価償却累計額 △1,417 3,932 △2,080 3,268 △663

３　器具及び備品 61,927 70,432  

減価償却累計額 △55,123 6,804 △55,664 14,767 7,963

４　土地 ※2.3 1,178,600 1,178,600 ―

有形固定資産合計 1,592,524 23.8 1,592,248 25.1 △275

(2）無形固定資産  

１　ソフトウェア 96,480 95,941 △538

２　電話加入権 4,330 4,330 ―

３　その他の無形固定資
産

149 134 △14

無形固定資産合計 100,959 1.5 100,407 1.6 △552

(3）投資その他の資産  

１　投資有価証券 393,269 572,508 179,239

２　関係会社株式 211,285 211,285 ―

３　出資金 510 510 ―

４　長期貸付金 16,210 15,455 △755

５　更生債権等 ※１ 2,459 66,719 64,259

６　長期前払費用 ― 2,190 2,190

７　繰延税金資産 60,944 61,806 862

８　長期未収入金 59,219 56,977 △2,241

９　その他の投資 15,606 20,907 5,300

貸倒引当金 △53,128 △67,743 △14,615

投資その他の資産合計 706,375 10.5 940,615 14.8 234,239

固定資産合計 2,399,860 35.8 2,633,271 41.5 233,411

資産合計 6,699,372 100.0 6,343,875 100.0 △355,497
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第64期
（平成17年３月31日）

第65期
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形 104 873 769

２　買掛金 1,604,915 1,604,350 △565

３　短期借入金 ※２ 1,820,000 1,745,000 △75,000

４　一年以内返済予定の長
期借入金

※２ 566,124 274,802 △291,322

５　未払金 144,431 146,764 2,333

６　未払費用 24,475 23,428 △1,047

７　未払法人税等 9,610 61,017 51,407

８　未払消費税等 11,625 10,123 △1,501

９　前受金 285,427 288,840 3,413

10　預り金 3,677 8,207 4,529

11　賞与引当金 32,592 31,068 △1,524

12　返品調整引当金 ― 16,427 16,427

13　子会社整理損失引当金 ※６ ― 67,017 67,017

14　デリバティブ債務 188,624 19,804 △168,820

15　その他の流動負債 2,916 1,519 △1,397

流動負債合計 4,694,525 70.1 4,299,244 67.8 △395,280

Ⅱ　固定負債  

１　長期借入金 ※２ 311,932 307,130 △4,802

２　預り保証金 52,598 55,731 3,132

３　退職給付引当金 81,044 94,534 13,489

４　再評価に係る繰延税金
負債

※３ 424,259 424,259 ―

固定負債合計 869,834 13.0 881,655 13.9 11,820

負債合計 5,564,360 83.1 5,180,899 81.7 △383,460

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※７ 300,000 4.5 300,000 4.7 ―

Ⅱ　資本剰余金  

１　資本準備金 65,789 65,789  

資本剰余金合計 65,789 1.0 65,789 1.1 ―

Ⅲ　利益剰余金  

１　利益準備金 75,000 75,000  

２　当期未処分利益 83,111 119,563  

利益剰余金合計 158,111 2.3 194,563 3.1 36,451

Ⅳ　土地再評価差額金 ※３ 618,402 9.2 618,402 9.7 ―

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

△3,022 △0.0 △11,467 △0.2 △8,445

Ⅵ　自己株式 ※８ △4,269 △0.1 △4,313 △0.1 △44

資本合計 1,135,012 16.9 1,162,975 18.3 27,962

負債・資本合計 6,699,372 100.0 6,343,875 100.0 △355,497

 

－ 3 －



(2) 損益計算書

第64期

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

第65期

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

増減

（千円）

Ⅰ　売上高  

１　商品売上高 8,839,937 9,096,440  

２　不動産賃貸収入 187,481 9,027,419 100.0 190,527 9,286,967 100.0 259,547

Ⅱ　売上原価  

１　商品売上原価  

(1）商品期首棚卸高 714,368 801,569 87,201

(2）当期商品仕入高 7,621,283 7,868,978 247,695

小計 8,335,652 8,670,548 334,896

(3）商品期末棚卸高 801,569 914,443 112,874

計 7,534,082 7,756,104 222,022

２　不動産賃貸原価 ※１ 91,890 7,625,972 84.5 90,562 7,846,666 84.5 220,694

売上総利益 1,401,446 15.5 1,440,300 15.5 38,853

返品調整引当金繰入額 ―  16,427 0.2 16,427

差引売上総利益 1,401,446  1,423,873 15.3 22,426

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１　販売手数料 9,611 14,952 5,340

２　発送費 70,460 80,906 10,446

３　広告宣伝費 11,911 12,309 398

４　貸倒引当金繰入額 11,918 ― △11,918

５　役員報酬 71,590 69,310 △2,280

６　給与 547,708 556,896 9,187

７　退職給付費用 54,292 55,557 1,264

８　賞与引当金繰入額 31,297 30,546 △751

９　厚生費 88,601 91,942 3,341

10　不動産管理費 47,442 45,396 △2,045

11　租税公課 17,835 16,668 △1,167

12　減価償却費 25,225 37,037 11,812

13　賃借料 16,200 27,946 11,746

14　その他 279,987 1,284,083 14.2 342,254 1,381,724 14.9 97,641

営業利益 117,363 1.3 42,148 0.4 △75,214
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第64期

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

第65期

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

増減

（千円）

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 680 479 △200

２　受取配当金 675 1,378 702

３　為替差益 25,715 6,572 △19,142

４　有価証券運用益 ― 8,469 8,469

５　その他の営業外収益 2,847 29,918 0.3 2,544 19,444 0.2 △10,474

Ⅴ　営業外費用  

１　支払利息 40,853 34,087 △6,765

２　その他の営業外費用 132 40,986 0.4 358 34,446 0.3 △6,539

経常利益 106,295 1.2 27,146 0.3 △79,149

Ⅵ　特別利益  

１　投資有価証券売却益 48,452   188,263   139,810

２　前期損益修正益 ※２ 27,929 76,382 0.8 ― 188,263 2.0 111,880

Ⅶ　特別損失  

１　投資有価証券評価損 4,440 368 △4,071

２　子会社株式評価損 75,731 ― △75,731

３　投資有価証券売却損 1,832   8,219   6,386

４　子会社整理損失 ※５ ― 56,814 56,814

５　貸倒引当金繰入額 ― 14,726 14,726

６　固定資産売却損 ※３ 140   ―   △140

７　固定資産除却損 ※４ 1,786 46 △1,739

８　役員退職慰労金 1,250 85,180 0.9 14,942 95,117 1.0 9,936

税引前当期純利益 97,497 1.1 120,291 1.3 22,794

法人税、住民税及び事

業税
1,562 55,325 53,763

法人税等調整額 42,676 44,238 0.5 △1,410 53,924 0.6 9,685

当期純利益 53,258 0.6 66,367 0.7 13,109

前期繰越利益 29,852 53,195 23,342

当期未処分利益 83,111 119,563 36,451
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(3) 利益処分案

 
 

 
 

前事業年度
株主総会承認日

（平成17年６月28日）

当事業年度
株主総会承認日

（平成18年６月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益  83,111 119,563

Ⅱ　利益処分額     
　1.　利益配当金  29,916 29,916 29,915 29,915

Ⅲ　次期繰越利益  53,195 89,648
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重要な会計方針

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

 (1)　  ──────

 

 

(1）売買目的有価証券

 時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

(2）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によってお

ります。

(2）子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　同左

(3）その他有価証券

①　時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定）によっております。

(3）その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

②　時価のないもの

　移動平均法による原価法によってお

ります。

②　時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法

　時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　最終仕入原価法による原価法によってお

ります。

同左

４　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定額法によっております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであります。

(1）有形固定資産

同左

建物 ８～50年

　但し、取得価額100千円以上200千円未

満の少額減価償却資産については、３年

間の均等償却をしております。

(2）無形固定資産

　定額法によっております。ただし、自

社利用によるソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売掛金、貸付金等期末現在に有する債

権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の引当額として当

期に負担すべき翌期支給見込額を計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左
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第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 　③　  ──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③　返品調整引当金

当社は、英語教科書等の取次出版物

の返品による損失に備えるため、一

定期間の売上高に返品実績率及び売

買利益率を乗じて算出した損失見込

額を計上しております。

 

(会計方針の変更)

当社が取扱う取次出版物のうち英語

教科書等については、得意先におけ

る販売残余品の返品受入が取引慣行

となっております。かかる返品の会

計処理方法は、従来、返品受入時に

売上高から控除する方法によってい

ましたが、当事業年度より、当該商

品の一定期間の売上高に対応して当

事業年度末以降に発生すると見込ま

れる返品による損失見込額を返品調

整引当金として計上し、「売上総利

益」に加減算し「差引売上総利益」

を計上する方法に変更いたしまし

た。

この変更は、当事業年度においてコ

ンピューターシステムの整備により

返品率の算定が可能となったことに

伴い、より適正な期間損益を算定す

るために実施したものであり、この

結果、従来の方法に比し返品調整引

当金調整後の売上総利益（差引売上

総利益）、営業利益、経常利益及び

税金前当期純利益がそれぞれ16,427

千円減少しております。
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第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、

会計基準変更時差異（246,900千円）に

ついては、10年で毎期均等額を費用処理

しております。数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定率法に

より発生の翌期から費用処理することと

しております。

(4）退職給付引当金

 同左

  (5)　  ──────

　

　

(5）子会社整理損失引当金

　子会社の整理に伴う損失に備えるため、

当該子会社の財政状態等を勘案し、損失

負担見込額を計上しております。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。な

お、金利スワップについては特例処理に

よっております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ手段…為替予約・クーポンス

ワップ・通貨オプショ

ン・金利スワップ

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…商品の輸出入による外貨

建債権債務及び外貨建予

定取引、並びに借入金

ヘッジ対象…同左

(3）ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規定及

び取引限度額等を定めた内部規定に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場変動リス

ク、金利変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左
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第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を半期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価し

ております。

但し、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・

負債又は予定取引に関する重要な条件が

同一である場合には、ヘッジ効果が極め

て高いことから、ヘッジの有効性の評価

は省略しております。

また、特例処理によっている金利スワッ

プについても有効性の評価を省略してお

ります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理の方法

同左

会計方針の変更

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成14年８月９日）)及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号　平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

追加情報

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当期から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が4,499千円増加し、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益が、4,499千円減少し

ております。

──────
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表示方法の変更

 

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．発送費は販売費及び一般管理費総額の100分の５を超え

たため、区分掲記することといたしました。なお、前期は

販売費及び一般管理費の「その他」に　54,763千円含まれ

ております。

２．表示科目の整理を行った結果、前期まで独立科目で掲

記していた「その他の人件費」（22,509千円）は、相対的

重要性が低いため、当期より販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示しております。

 

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

第64期
（平成17年３月31日）

第65期
（平成18年３月31日）

※１　関係会社に係る注記 ※１　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

売掛金 186,662千円 売掛金 84,497 千円

更正債権等 65,209 千円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

預金 250,000千円

建物 398,971千円

土地 1,178,600千円

建物 303,512千円

土地 1,130,500千円

担保権によって担保されている債務 担保権によって担保されている債務

短期借入金 1,460,000千円

１年以内返済予定長期借入金 333,500千円

短期借入金 1,295,000千円

１年以内返済予定長期借入金 60,000千円

長期借入金 210,000千円

※３　土地の再評価 ※３　土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額

金を資本の部に、税効果相当額（再評価に係る繰延税

金負債）を負債の部に、それぞれ計上しております。

同左

(1）再評価の方法 (1）再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第５項に定める「不

動産鑑定士による鑑定評価による方法」により算出

しております。

同左

(2）再評価を行った年月日　平成14年３月31日 (2）再評価を行った年月日　同左

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△75,400千円 △52,802 千円

　４　偶発債務 　４                 ──────

　子会社の金融機関からの借入金に対し次のとおり保

証を行っております。

 

JAPAN BOOK PLAZA PTY. LTD. 1,657千円    

※５　繰延ヘッジ損失の内訳 ※５　繰延ヘッジ損失の内訳

　繰延ヘッジ損失（純額）の内訳は次のとおりであり

ます。

　繰延ヘッジ損失（純額）の内訳は次のとおりであり

ます。

繰延ヘッジ損失 200,071千円

繰延ヘッジ利益 1,037千円

繰延ヘッジ損失 33,720千円

繰延ヘッジ利益 2,257千円
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第64期
（平成17年３月31日）

第65期
（平成18年３月31日）

※６               ────── ※６　子会社整理損失引当金

　子会社整理損失引当金は、平成18年３月をもって解

散を決議した JAPAN BOOK PLAZA PTY. LTD. に対する

もので、前期において同社に対し計上していた貸倒引

当金11,754千円を含んでおります。

※７　授権株式数及び発行済株式総数 ※７　授権株式数及び発行済株式総数

会社が発行する株式

総数
普通株式 24,000,000株

発行済株式総数 普通株式 6,000,000株

同左

※８　自己株式の保有数 普通株式 16,796株 ※８　自己株式の保有数 普通株式 16,996株

 

－ 13 －



（損益計算書関係）

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　不動産賃貸原価の内訳 ※１　不動産賃貸原価の内訳

固定資産税 8,558千円

減価償却費 10,254千円

不動産管理費 58,642千円

その他 14,434千円

計 91,890千円

固定資産税 8,108千円

減価償却費 10,774千円

不動産管理費 54,635千円

その他 17,044千円

計 90,562千円

※２　前期損益修正益は、ソフトウェアの税務否認金の受

入によるものであります。

※２                ──────

※３　固定資産売却損

車両運搬具 140千円

※３                ──────

※４　固定資産除却損

建物 1,751千円

器具及び備品 35千円

計 1,786千円

※４　固定資産除却損

器具及び備品 46千円

計 46千円

※５                ────── ※５　子会社整理損失の内訳

子会社整理損失引当金繰入額 55,263千円

子会社株式評価額 1,550千円

計 56,814千円
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①　リース取引

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引  (借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 109,819 54,134 55,685

ソフトウェア 10,792 2,158 8,633

計 120,612 56,292 64,319

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 71,882 26,348 45,534

ソフトウェア 11,392 4,437 6,955

計 83,274 30,785 52,489

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,432千円

１年超 47,025千円

合計 65,457千円

１年以内 16,795千円

１年超 37,230千円

合計 54,025千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 25,795千円

減価償却費相当額 23,541千円

支払利息相当額 2,168千円

支払リース料 22,544千円

減価償却費相当額 20,690千円

支払利息相当額 2,262千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

利息相当額 リース料総額とリース物件取

得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法

については、利息法によって

おります。

減価償却費相当額 同左

利息相当額 同左

 

 

（減損損失について）

リース資産に配分され

 

 

た減損損失はありません。

②　有価証券

　前期及び当期いずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

第64期
（平成17年３月31日）

第65期
（平成18年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

①たな卸資産評価損 20,758千円

②貸倒引当金 23,058千円

③未払事業税・未払事業所税 3,309千円

④賞与引当金 13,261千円

⑤投資有価証券評価損 1,672千円

⑥退職給付引当金 32,540千円

⑦その他有価証券評価差額金

（損）

2,073千円

⑧税務上の繰越欠損金 1,599千円

⑨その他 1,929千円

小計 100,203千円

繰延税金資産合計 100,203千円

（繰延税金負債） ―

―

千円

繰延税金資産の純額 100,203千円

（繰延税金資産）

①たな卸資産評価損 8,069千円

②貸倒引当金 22,571千円

③未払事業税・未払事業所税 6,194千円

④賞与引当金 12,641千円

⑤返品調整引当金 6,684千円

⑥投資有価証券評価損 1,672千円

⑦退職給付引当金 38,466千円

⑧その他有価証券評価差額金

（損）

7,867千円

⑨その他 3,230千円

小計 107,398千円

繰延税金資産合計 107,398千円

（繰延税金負債） ―千円

繰延税金資産の純額 107,398千円

　（注）　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

　（注）　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 39,259千円

固定資産－繰延税金資産 60,944千円

流動資産－繰延税金資産 45,592千円

固定資産－繰延税金資産 61,806千円

なお、上記の他、事業用土地の再評価に伴う繰

延税金負債が貸借対照表の固定負債に「再評価

に係る繰延税金負債」として424,259千円計上

されております。

なお、上記の他、事業用土地の再評価に伴う繰

延税金負債が貸借対照表の固定負債に「再評価

に係る繰延税金負債」として424,259千円計上

されております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.79％

住民税均等割等 1.60％

その他 △0.71％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.37％

法定実効税率 40.69％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.77％

住民税均等割等 1.30％

その他 0.07％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.83％
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（１株当り情報）

第64期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当り純資産額 189円70銭

１株当り当期純利益  8円90銭

１株当り純資産額 194円38銭

１株当り当期純利益 11円09銭

なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益については、潜

在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益については、潜

在株式がないため記載しておりません。

１株当り当期純利益の算定上の基礎

項目
第64期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第65期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当期純利益（千円） 53,258 66,367

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 53,258 66,367

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,984 5,983

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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７．役員の異動（平成18年６月28日付）

（1）代表者の異動

該当事項はありません

（2）その他の役員の異動

　　　　　新任取締役候補　　　　

取締役　宮川　修　（現　丸善株式会社

 学術情報ナビゲーション事業部

 仕入センター　国内仕入部長）

退任予定取締役

取締役　平野耕望
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